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多摩水道統合管理室管内水道施設点検作業委託

技　術　提　案　書




東京水道株式会社
　代表取締役社長　　野田　数　　殿

上記の競争入札における技術提案書を提出します。
なお、記載内容並びに添付資料の内容について事実と相違ないことを誓約します。


	業者名
	印


	所在地
	

	代表者
	





（様式１）
人員配置計画（業務責任者）申告書
ここに記載されている有効資格及び従事期間は、「多摩水道統合管理室管内水道施設点検作業委託」の総合評価方式における技術評価の対象とする。ただし、業務責任者として配置を予定する者は、「有効資格「水道浄水施設管理技士２級以上」又は実務経験年数「10年以上」であること。 
	予定者
	フリガナ
	
	生年月日
	　　　年　　　月　　　日

	
	氏名
	
	年　　齢
	満　　　　才　

	有効資格
	Ａ
ランク
	技術士（上下水道部門、電気電子、機械）

水道浄水施設管理技士２級以上　、　電気工事士１種

電気主任技術者３種　、　甲種危険物取扱責任者
	所有する資格のうち令和４年８月以降有効である資格を丸で囲む。
また、それを証明する写し等の書類を添付する。

	
	Ｂ
ランク
	技術士補（上下水道部門、電気電子、機械）

水道浄水施設管理技士３級　、　電気工事士２種

乙４類危険物取扱責任者　
	

	実務経歴※
	受託件名
	例）□□県○○市
▽▽浄水場運転管理業務委託
	従事期間
	例）自　平成28年4月 1日

	
	業務内容
	例）▽▽浄水場における運転管理及び点検・維持保全作業
	例）5.0年
	例）至　令和 2年3月31日

	
	受託件名
	
	従事期間
	自　　　　年　　月　　日

	
	業務内容
	

	　　　年
	至　　　　年　　月　　日

	
	受託件名
	
	従事期間
	自　　　　年　　月　　日

	
	業務内容
	

	　　　年
	至　　　　年　　月　　日

	
	受託件名
	
	従事期間
	自　　　　年　　月　　日

	
	業務内容
	

	　　　年
	至　　　　年　　月　　日


※：経歴は、上水道施設、下水道施設及び工業用水道施設において、運転又は点検維持保全業務に関する業務委託の従事実績を記入する。なお、申告時に継続して従事している場合は、競争入札参加申込受付期間の末日を「至」に記載する。また、様式に記入しきれない経歴については別添で提出することができる。その際は、日本産業規格Ａ列４番片面１枚以内に受託件名、業務内容、従事期間をもれなく記述する。ただし、２件以上の受託業務に重複して従事した期間は評価しない。
（様式２）
人員配置計画（作業員）申告書
ここに記載されている有効資格及び実務経験年数は、「多摩水道統合管理室管内水道施設点検作業委託」の総合評価方式における技術評価の対象とする。なお、作業員として配置を予定する者で実務経験年数が１年未満の者は、業務責任者を含む全体人員数の半数以下でなければならない。
	配置予定者

	氏　　名
	有効資格　※1
	取得年月
	経験年数※2
	就労時間
※3

	[bookmark: _Hlk51080281][bookmark: _Hlk51080540]
	
	年　　月
	年　　月
	□

	
	
	年　　月
	年　　月
	□

	
	
	年　　月
	年　　月
	□

	
	
	年　　月
	年　　月
	□

	
	
	年　　月
	年　　月
	□

	
	
	年　　月
	年　　月
	□

	
	
	年　　月
	年　　月
	□

	
	
	年　　月
	年　　月
	□

	
	
	年　　月
	年　　月
	□

	
	
	年　　月
	年　　月
	□

	
	
	年　　月
	年　　月
	□

	
	
	年　　月
	年　　月
	□

	
	
	年　　月
	年　　月
	□

	
	
	年　　月
	年　　月
	□

	
	
	年　　月
	年　　月
	□

	
	
	年　　月
	年　　月
	□

	
	
	年　　月
	年　　月
	□

	
	
	年　　月
	年　　月
	□

	
	
	年　　月
	年　　月
	□

	
	
	年　　月
	年　　月
	□


次ページにつづく
[bookmark: _Hlk50561279]前ページより
	配置予定者

	氏　　名
	有効資格　※1
	取得年月
	経験年数※2
	就労時間
※3

	
	
	年　　月
	年　　月
	□

	
	
	年　　月
	年　　月
	□

	
	
	年　　月
	年　　月
	□

	
	
	年　　月
	年　　月
	□

	
	
	年　　月
	年　　月
	□

	
	
	年　　月
	年　　月
	□

	
	
	年　　月
	年　　月
	□

	
	
	年　　月
	年　　月
	□

	
	
	年　　月
	年　　月
	□

	
	
	年　　月
	年　　月
	□

	
	
	年　　月
	年　　月
	□

	
	
	年　　月
	年　　月
	□

	
	
	年　　月
	年　　月
	□

	
	
	年　　月
	年　　月
	□

	
	
	年　　月
	年　　月
	□



※1：有効資格は、令和４年８月以降有効である資格を記入する。なお、複数の資格を有する場合は、別表「評価基準」の表３「作業員の有効資格加算」を参照し、最上位の資格を記載する。また、それを証明する写し等の書類を添付する。
※2：実務経験は、上水道施設、下水道施設及び工業用水道施設において、運転又は点検維持保全業務に従事した期間の延べ年数を記入する。なお、申告時に継続して従事している場合は、競争入札参加申込受付期間の末日までの期間とする。ただし、２件以上の受託業務に重複して従事した期間は含めない。
※3：就労時間は、１日７時間以上、一週実働３５時間以上、並びに午前１０時から午後３時の間、業務に従事することができない場合、□にレ点を記する。（土曜日、日曜日、国民の祝日及び年末年始、並びに休憩時間を除く。）

（様式３）
ISO認証取得申告書
ここには、「多摩水道統合管理室管内水道施設点検作業委託」の総合評価方式における技術評価「ISO9001及びISO14001の認証取得の有無」を評価するため、次の要件を満たす書類を貼付する。
要件：競争入札参加申込受付期間の末日の時点での、ISO9001及びISO14001のいずれか又は両方の認証取得を証明できる認証書類及びその付属書（日本語版）の複写物。
	※縮小した複写物を貼付する。
なお、縮小した複写物の記載内容が不明瞭の場合は、別添として記載内容が明瞭な複写物をこの様式とともに提出することができる。
ただし、複写物の寸法は、日本産業規格Ａ列４番または、日本産業規格Ａ列３番を日本産業規格Ａ列４番と同寸となるよう三つ折りにする。










貼　　　　付



（様式４）
本店又は営業所の所在地及び緊急時応援体制申告書
ここには、「多摩水道統合管理室管内水道施設点検作業委託」の総合評価方式における技術評価「地域内における本店又は営業所所在の有無及び緊急時応援体制の確保」を評価するため、次の要件を満たす書類の貼付及び緊急時における応援要員の配置計画を次頁の「応援要員配置計画（作業員）申告書」に記載する。
要件：競争入札参加申込受付期間の末日が属する年の４月１日の時点において、競争入札参加者の本店又は営業所の所在地が、東京都・茨城県・栃木県・群馬県・埼玉県・千葉県・神奈川県・山梨県の1都7県にあることを証明できる公的証明書、賃貸借契約書又は建屋宛て公共料金等の郵便物の複写物。
	※縮小した複写物を貼付する。
なお、縮小した複写物の記載内容が不明瞭の場合は、別添として記載内容が明瞭な複写物をこの様式とともに提出することができる。
ただし、複写物の寸法は、日本産業規格Ａ列４番または、日本産業規格Ａ列３番を日本産業規格Ａ列４番と同寸となるよう三つ折りにする。











貼　　　　付


次ページにつづく
前ページより
[bookmark: _Hlk71882105][bookmark: _Hlk73634078]応援要員配置計画（作業員）申告書
	応援要員予定者※1

	氏名
	有効資格※2
	取得年月
	実務経験※3

	
	
	年　　　月
	年　　　月

	
	
	年　　　月
	年　　　月

	
	
	年　　　月
	年　　　月

	
	
	年　　　月
	年　　　月

	
	
	年　　　月
	年　　　月

	
	
	年　　　月
	年　　　月

	
	
	年　　　月
	年　　　月

	
	
	年　　　月
	年　　　月

	
	
	年　　　月
	年　　　月

	
	
	年　　　月
	年　　　月


※1：応援要員予定者数は、人員配置計画（作業員）の配置予定者数の20%以上とする。
ただし、実務経験１年未満の者は、応援要員予定者数の半数以下とする。
※2：有効資格は、別表「評価基準」の表３「作業員の有効資格加算」を参照し、令和４年８月以降有効である資格を記入する。また、それを証明する写し等の書類を添付する。
※3：実務経験は、上水道施設、下水道施設及び工業用水道施設において、運転又は点検維持保全業務に従事した期間の延べ年数を記入する。なお、申告時に継続して従事している場合は、競争入札参加申込受付期間の末日までの期間とする。











（様式５）
ＣＳＲ取組み状況申告書
ここには、「多摩水道統合管理室管内水道施設点検作業委託」の総合評価方式における技術評価「ＣＳＲ取組み状況」を評価するため、提出する資料がある場合は、当該要件の左記の□にレ点をつけるとともに、別添として、要件を満たす根拠となる記載内容が明瞭な複写物若しくは書類をこの様式とともに提出する。
ただし、提出物の寸法は、日本産業規格Ａ列４番または、日本産業規格Ａ列３番を日本産業規格Ａ列４番と同寸となるよう三つ折りにする。
なお、複数の実績を有する場合でも２つの要件のみを評価する。
□　要件１：入札参加者が競争入札参加申込受付期間の末日が属する年の４月１日の時点において、国又は普通地方公共団体が定める「環境配慮に関する認定等」を証明できる書類の複写物。

□　要件２：障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和３５年７月２５日法律第１２３号）第４３条第７項に規定する厚生労働大臣への報告義務がある入札参加者が、競争入札参加申込期間の末日の前年に提出した実雇用率が法廷雇用率以上を達成している障害者雇用状況報告書の複写物。（電子による報告の場合は、これに該当する印刷物。）

[bookmark: _Hlk64900109]□　要件３：入札参加者が競争入札参加申込受付期間の末日が属する年の４月１日の時点において、国又は普通地方公共団体が定める「仕事と家庭の両立支援配慮に関する認定等」を証明できる書類の複写物。

[bookmark: _Hlk64900178]□　要件４：入札参加者が競争入札参加申込受付期間の末日が属する年の４月１日の時点において、国又は普通地方公共団体が定める「女性活躍推進に関する認定等」を証明できる書類の複写物。

□　要件５：入札参加者が競争入札参加申込受付期間の末日の５年前の日が属する年の4月1日から起算して５年の間に、競争入札参加者が共同企業体を結成し、その構成員のいずれかが本店所在地が都内である中小企業（官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律（昭和41年6月30日法律第97号）第２条第１項の規定よるもの）であり、かつ、その出資比率が20％以上であることを証明できる複写物。

